第９章　建設及び住居
住宅事情
　昭和53年住宅統計調査結果によると、大阪府下の住宅数は、284万9千戸であり、5年前（昭和48年）に比べ31万１千戸、12.3パーセントの増加となっている。この284万9千戸のうち、空家、建築中など居住世帯のない住宅34万１千戸を除き、居住世帯のある住宅は250万8千戸である。
　これを所有関係別にみると、持家110万6千戸､借家126万3千戸、給与住宅13万2千戸となっており、５年前に比べ持家の割合が若干高くなっているが、依然として借家が過半数を占めている。
　また、住宅関係指標をみると、１住宅当たりの居住室数は3.92室、1住宅当たりの畳数は21.08畳､1住宅延面積60.34平方メートル、1人当たり畳数は6.47畳であり、５年前に比べ、それぞれ0.27室、2.37畳、2.65平方メートル、0.92畳増加している｡
　しかし、全国的にみれば、大都府県は一般的に規模が小さく、大阪府は１住宅当たりの居住室数では東京都、神奈川県に続いて小さく、畳数でも東京都に次いで小さい。
　反対に空家数は大都府県で多く、大阪府は全住宅数に占める空家率は9.8パーセントと、全国一高い。
着工建築物
　昭和54年中に着工された府下の全建築物は、棟数で６万5,763棟、面積は1,435万平方メートル、その工事予定額は１兆4,595億円に達しており、前年と比較すると、棟数では393戸(0.6パーセント)減少しているが、面積では161万平方メートル(12.7パーセント)、金額では2,535億円(20.4パーセント)増加している。
　棟数についての年次別推移をみると、48年から49年に石油ショックによる影響で26.9パーセントの大幅な減少を記録し､引続き49年から50年に1.2パーセントの減少をみせたあと、50年から51年に11.9パーセントという大幅な増加に転じたものの、51年から52年には2.9パーセント増と増加幅が低下し、52年から53年には再び1.1パーセント減と減少に転じ、53年から54年も0.6パーセントの減少となっている。
　着工建築物を建築主別の割合でみると、個人(3万7,895棟)、会社・団体(2万5,603棟)の民間部門が棟数で96.6パーセント､面積で85.9パーセント、金額で83.7パーセントとその大半を占め、その中でも個人建築によるものは棟数全体の57.6パーセントとなっている。また、公共関係では、市町村によるもの1,300棟、府によるもの577棟、国によるもの388棟で、前年と比較すると、国によるものが11.6パーセントと減少しているが、府によるものは31.7パーセントと大幅に増加している。１棟当たりの面積では､国によるもの1,608.5平方メートル、府によるもの746.9平方メートル､市町村によるもの745.6平方メートル、会社・団体によるもの276.3平方メートル、個人によるもの138.7平方メートルとなっている。
　次に構造別でみると、木造が棟数の69.9パーセントとその大半を占めているが、面積では30.0パーセントを占めているにすぎない。これに反して鉄骨造、鉄筋コンクリート造のものは、棟数では29.7パーセントであるが、面積では69.9パーセントとなり、木造と対照的な比率を示している。１平方メートルの工事予定額をみると、鉄筋コンクリート造が11万4,566円、木造9万3,451円、鉄骨造9万2,277円、その他7万4,913円となっている。　これを前年と比較すると、鉄骨造5.9パーセント、木造4.1パーセント、鉄筋コンクリート造3.6パーセントとそれぞれ増加している。
　用途別にみると、居住用(専用と産業併用を含む)は、前年に比べ1,339棟(2.3パーセント)減少しているが、面積では53万7,265平方メートル(6.3パーセント)増加している。一方、産業用は総数によって前年と比較すると、棟数で946棟(11.7パーセント)、面積で107万6,956平方メートル(25.9パーセント)と大幅に増加している。内訳では、サービス業用のみが棟数で減少しているほかは、その他すべて棟数、面積とも増加している。
住宅の着工状況
　住宅についてみると、昭和54年中に着工された新設住宅数は10万7,273戸で、前年に比べ1.3パーセントの増加となった。これを利用関係別でみると、貸家が２万9,966戸で前年より1,121戸、3.6パーセント減少したが、持家が2万3,342戸、同1,562戸・7.2パーセント増、給与住宅が1,572戸、同426戸・37.2パーセント増、分譲住宅5万2,393戸､同507戸・0.1パーセント増となっている。
　また、1戸当たりの面積は、持家が116.3平方メートルであるのに対し、貸家は55.0平方メートルと住宅規模の格差は大きく、資金別では、民間資金による着工戸数が76.4パーセントを占めている。
公共賃貸住宅
　昭和54年度中の公共賃貸住宅の建設戸数は、府営住宅が1,168戸、市町村営住宅3,108戸、公団賃貸住宅1,578戸、住宅供給公社賃貸住宅150戸で、合計6,004戸となり、その結果それぞれの55年3月末現在の管理戸数は、府営住宅12万2,201戸、市町村営住宅9万3,933戸､大阪府住宅供給公社営2万2,137戸、大阪市住宅供給公社営3,010戸、公団営９万7,550戸を数えている。
